
Ⅱ　安心して暮らせるしまね

　１．安全対策の推進
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容

32  建築物等地震対策促 6,567 ○大規模地震から県民の生命と財産を守るため 6,559 ○事業費精査 土木部

 進事業 　島根県建築物耐震改修促進計画に基づき、各 ［建築住宅課］

　種事業を実施

【事業内容】

　①法令周知・啓発事務

　・コンクール及び地域学習会の開催

　②技術者養成事務

　・講習会開催及び技術者登録制度の実施

　③木造住宅改修等事業

　・市町村が耐震性の低い木造住宅の改修等に

　　要する費用を補助する場合に費用の一部を

　　補助

33  警察署再編事業 1,428,321 ○警察署再編により著しく狭隘化した警察署庁 1,353,999 ○事業費精査 警察本部

　舎を新築・改修し、地域の治安拠点の機能強

　化を図る経費

【事業内容】

　①雲南警察署庁舎移転新築事業

　②大田警察署庁舎移転改修事業

34  身近な犯罪等対策事 59,172 ○県民が安心して暮らせる日本一治安の良い地 57,902 ○事業費精査 警察本部

 業 　域社会を実現するため、凶悪・組織・国際化

　する犯罪への対策強化と県民の自主防犯活動

　との連携を強化するための経費及び交番のパ

　トロール活動強化と空き交番解消のための経

　費

【事業内容】

　①子ども安全対策事業

　②日本一安全安心まちづくり推進事業

  ③交番相談員配置経費

部局名
査　　　　　定

番号 分類 事　業　名
各 部 局 の 要 求
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Ⅱ　安心して暮らせるしまね

　２．健康づくりと福祉の充実
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容

35 重点  障害者の自立に向け 575,166 ○障害者の地域における自立生活の支援や、極 662,159 ○障害者が地域で生活するために必要 健康福祉部

 た特別支援事業（関 　めて重度の障害者・児に対する支援強化など 　なケアホーム・グループホームにつ [障害者福祉課]

　  係事業一括掲載） 　を実施 　いて、Ｈ２３までの年次計画を前倒 [健康推進課]

【事業内容】 　しして整備を促進するため増額査定

　①障害者の相談・支援体制の充実 ○事業費精査

　・制度の狭間にある障害に対する相談・支援

　　体制の整備

　・障害者を支援する人材の育成

　②障害者の地域における自立生活支援

　・ケアホーム・グループホームの整備に対す

　　る補助

　・障害者の一般就労と日常生活を支援する就

　　労支援センターの設置

　・障害者の工賃水準向上等のための事業所へ

　　の環境整備支援

　・市町村が行う障害者の地域での生活に必要

　　な事業への補助

　・精神障害者の地域生活移行を支援する圏域

　　ごとのネットワークの構築

　③極めて重度の障害児・者に対する支援強化

　・圏域ごとの入所・通所サ－ビス拠点の確保

　　と在宅サ－ビスの充実

　・強度行動障害者に対する支援充実

　・障害児（者）が必要な治療を受けるために

　　要する交通費等の支援

36 新規  障害者ステップアッ 2,519 ○知的障害者頭の就労支援のため、企業への就 6,926 ○事業者としても積極的に取り組むこ 健康福祉部

 プ就労支援事業 　職に向けたステップアップの場として、県が 　ととし、雇用人数を増員査定 [障害者福祉課]

　非常勤嘱託として雇用し、実習の場を提供 　・雇用人数1０名（７名増、各部に

　・雇用人数　本庁及び地方機関で３名 　　配置）

　・業務内容　郵便物・文書の収発、コピー、 ○事業費精査

　　　　　　　データ入力などの事務補助

37 新規 290,036 ○国内最大の感染症である肝炎について、肝ガ 289,995 ○事業費精査 健康福祉部

　ンへの進行予防、肝炎治療の効果的推進のた [健康推進課]

　め、インターフェロン治療を必要とするＢ型

　、Ｃ型肝炎患者すべてが治療を受けられるよ

　う医療費を助成

【事業内容】

　・助成対象

　　インターフェロン注射、飲み薬（リバビリ

　　ン製剤）及び入院費等

　・助成内容

　　医療費の自己負担分の一部を助成

　　　※所得により自己負担上限額を設定

　　　　上位所得層　月５万円

　　　　中位所得層　月３万円

　　　　下位所得層　月１万円

　・助成期間　１人１カ年

　・事業期間　Ｈ２０～２６（７年間）

　・国補助率　１／２

 肝炎医療費助成事業

部局名
査　　　　　定

番号 分類 事　業　名
各 部 局 の 要 求
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Ⅱ　安心して暮らせるしまね

　２．健康づくりと福祉の充実
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容
部局名

査　　　　　定
番号 分類 事　業　名

各 部 局 の 要 求

38 新規 8,235,780 ○Ｈ２０年４月から、７５歳以上を対象として 8,235,741 ○事業費精査 健康福祉部

 事業 　「後期高齢者医療制度」が施行されるのに当 [健康推進課]

　たって、同制度の財政の安定化を図るため、

　法律に基づく財政支援措置を実施

【事業内容】

　・後期高齢者医療給付費県費負担金

　・後期高齢者医療保険基盤安定負担金

　・後期高齢者医療高額医療費県費負担金

　・後期高齢者医療財政安定化基金

○適正な保険給付と健全な財政運営が行われる

　ための保険者（県内全市町村が参加して組織

　する「島根県後期高齢者医療広域連合」）等

　への指導・助言や、不服申立に対する審査会

　の運営などを実施

【事業内容】

　・後期高齢者医療審査会

　・後期高齢者医療障害認定審査

　・後期高齢者医療技術的助言

 後期高齢者医療支援
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Ⅱ　安心して暮らせるしまね

　３．医療の確保
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容

39 重点  地域医療を支える医 281,911 ○離島・中山間地域及び産科、小児科等の特定 281,813 ○事業費精査 健康福祉部

 師確保養成対策事業 　診療科における深刻な医師不足に対応するた ［医療対策課］

　め、医師確保養成対策を実施

【事業内容】

　①即戦力となる医師の確保

　・即戦力医師を全国から呼び寄せるため、専

　　任チームを設け、様々な広報媒体を活用し

　　た情報収集を行い、県外医師との出張面談

　　などを実施

　・研修後の地域医療機関での勤務を前提に、

　　県立病院での専門診療科研修を実施

　②地域医療を担う医師の養成

　・医学生地域医療奨学金

　　［貸与枠］　２０人（うち１０人は島根大

　　　　　　　　学地域枠推薦）

　　［貸与額］　入学金　２８２千円

　　　　　　　　月　額　１００千円

　　［返還免除］卒後貸与期間の３倍の期間内

　　　　　　　　に、貸与期間と同期間県内で

　　　　　　　　勤務（うち１／２はへき地勤

　　　　　　　　務）

　・しまね医学生特別奨学金

　　［貸与枠］　３人

　　［貸与額］　年額１，５００千円（２年間

　　　　　　　　限度）

　　［返還免除］初期臨床研修終了後６年間県

　　　　　　　　内で勤務

　・島根大学と連携し、医学生・研修医の県内

　　定着を促進するため、各種講習会等を実施

　・自治医科大学運営費の負担

　・自治医科大学卒業医師が産科、小児科等の

　　不足診療科での就業を希望する場合、県立

　　病院での研修を実施

40  しまねがん対策強化 70,375 ○質の高いがん医療の実現、がんの予防及び早 70,179 ○事業費精査 健康福祉部

 事業（関係事業一括 　期発見の推進を図るため、総合的ながん対策 ［医療対策課］

 掲載） 　を実施 ［健康推進課］

【事業内容】

　①がん医療水準の向上及び情報提供の充実を

　　図るための施策

　・地域がん診療連携拠点病院等の院内がん登

　　録の推進

　・島根大学へのがん登録情報収集・分析・活

　　用委託

　・がん医療従事者研修派遣に対する補助

　・コメディカルスタッフ（医師以外の医療従

　　事者）の県内研修プログラムを検討

　・がん診療連携拠点病院機能強化に対する補

　　助

　②緩和ケア推進のための施策

　・各圏域の緩和ケアネットワ－クの構築及び

　　看護協会等を通じた緩和ケア研修

　・がん緩和ケアに係る医師等研修の実施

　・在宅療養への移行促進モデル実施

　③患者団体等支援のための施策

　・患者団体のネットワーク化促進のための意

　　見交換会の開催

　・療養体験事例集の作成・配布

部局名
査　　　　　定

番号 分類 事　業　名
各 部 局 の 要 求
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Ⅱ　安心して暮らせるしまね

　３．医療の確保
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容
部局名

査　　　　　定
番号 分類 事　業　名

各 部 局 の 要 求

41 特別  島根あさひ社会復帰 104,559 ○島根あさひ社会復帰促進センター内に県立の 98,604 ○事業費精査 健康福祉部

会計  促進センター診療所 　診療所を設置し、受刑者の診療を受託するほ ［医療対策課］

 特別会計の設置 　か、眼科に関しては、地域住民向けの診療を

　実施

【島根県立島根あさひ社会復帰促進センター診

　療所の概要

　・開　設　Ｈ２０．１０．１

　・診療科　内科、人工透析、精神神経科、外

　　　　　　科、整形外科、眼科、歯科、耳鼻

　　　　　　咽喉科、皮膚科

42 新規  隠岐病院整備事業 6,440 ○隠岐広域連合（隠岐郡４町村と県で構成）が 6,440 ○要求どおり 健康福祉部

　設置する隠岐病院（Ｓ５１年１１月竣工）に ［医療対策課］

　ついて、「病院機能は現行医療体制の確保を

　基本として新築（現地立替）による整備が望

　ましい」とした隠岐病院整備方針検討会議の

　答申（Ｈ１９年５月）を踏まえて行われる新

　病院整備に係る経費の負担

　・整備内容　Ｈ２０において基本計画を策定

　　　　　　　し決定

　・負 担 率　建設費・機器購入費について、

　　　　　　　地方交付税措置部分を除いた額

　　　　　　　を隠岐の島町と県とで１／２ず

　　　　　　　つ負担

　・Ｈ２０事業　基本計画策定、基本設計

43  松江赤十字病院建替 507,887 ○新病院建設（Ｈ１８～２４）を行っている松 507,887 ○要求どおり 健康福祉部

 整備事業補助事業 　江赤十字病院に対して、Ｈ１９から行ってい ［医療対策課］

　る厚生労働省の補助事業を活用した補助に加

　えて、国土交通省の補助事業である「暮らし

　・にぎわい再生事業」を活用した補助を実施

　・補助内訳

　　　厚生労働省分　１７０，０７７千円

　　　国土交通省分　３３７，８１０千円

44  第一種感染症指定医 21,199 ○１類感染症患者を入院させる第一種感染症指 21,199 ○要求どおり 健康福祉部

 療機関施設等整備 　定医療機関として指定するため、松江赤十字 ［薬事衛生課］

　病院に感染症病床を整備（Ｈ１９～Ｈ２１）

　・事業費：８５百万円（国１／２、県１／２）

　　［Ｈ１９］　　４百万円

　　［Ｈ２０］　２１百万円

　　［Ｈ２１］　６０百万円
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Ⅱ　安心して暮らせるしまね

　４．子育て支援の充実
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容

45  第３子以降保育料軽 125,437 ○保育所等に入所している第３子以降の３歳未 125,437 ○要求どおり 健康福祉部

 減事業 　満の児童に係る保育料を軽減している市町村 [青少年家庭課]

　への補助

【事業内容】

　 　・市町村が定める軽減率の１／２を補助

　　※Ｈ２０から市町村施策の自由度を高める

　　　ため、補助要件の下限を撤廃

46  子育て環境づくり事 24,783 ○島根県の次代を担う子ども達の健やかな成長 24,747 ○事業費精査 健康福祉部

 業 　を、行政、企業、団体等が一体となって応援 [青少年家庭課]

　していく地域づくりを進めるため、県民の気

　運醸成に向けた普及啓発や子育てに優しい職

　場づくり等を推進

【事業内容】

　①みんなで子育て応援事業（こっころ事業）

　・子育て家庭が協賛企業から各種子育て応援

　　サービスが受けられる「しまね子育て応援

　　パスポート事業」やその関連事業を継続し

　　、子育てを社会全体で応援する気運づくり

　　を推進

　②少子化対策民間活動支援事業

　・子育て支援に取り組むＮＰＯ等の民間団体

　　の活動の活発化とネットワーク化に向けて

　　、「子育て支援アドバイザー」の登録と派

　　遣制度を立ち上げるなど、団体の育成・支

　　援を実施

　③仕事と家庭の両立支援事業

　・労働者が働きながら安心して子育てできる

　　よう、仕事と家庭の両立についての気運醸

　　成と子育て支援企業の育成を推進

　④ライフプラン応援事業

　・少子化の最大の要因である未婚化・晩婚化

　　に対応し、民間団体と独身男女の出会いの

　　場を創出するとともに、独身男女のマッチ

　　ングを支援するボランティア制度を運営

47  乳幼児等の育児支援 507,794 ○育児と就労の両立支援及び子育て家庭に対す 507,794 ○要求どおり 健康福祉部

 事業 　る育児支援のための多様な保育サービスを支 [青少年家庭課]

　援

【事業内容】

　①特別保育推進事業

　・保育所や市町村が実施する各種保育サービ

　　スに対する助成

　　補助率：２／３

　②しまね子育て総合支援推進事業交付金

　・保育所や市町村が実施する特別保育推進事

　　業などの要件に満たない小規模な保育サー

　　ビスなどに対する助成

　　交付限度：事業費の１／２以内

　③地域子育て支援拠点事業

　・地域における子育て支援拠点の拡充を支援

　　補助率：２／３

部局名
査　　　　　定

番号 分類 事　業　名
各 部 局 の 要 求
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Ⅱ　安心して暮らせるしまね

　４．子育て支援の充実
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容
部局名

査　　　　　定
番号 分類 事　業　名

各 部 局 の 要 求

48  地域児童育成事業 229,981 ○市町村が設置する、おおむね１０歳未満の児 229,981 ○要求どおり 健康福祉部

　童を対象とした「放課後児童クラブ」を支援 [青少年家庭課]

【事業内容】

　①放課後児童クラブ設置、運営支援

　　設置箇所：新規１４、継続１１４

　　補助率：２／３

　　　　　（国１/３・県１/３・市町村１/３）

　②放課後子どもプラン指導員・ボランティア

　　研修、放課後児童クラブ指導員等研修

49  子どもと家庭相談支 115,863 ○児童虐待をはじめとする、子どもや家庭に関 112,865 ○事業費精査 健康福祉部

 援事業 　する様々な相談に、適切に対応できる相談体 [青少年家庭課]

　制の充実及び保護の必要な子ども、家庭に対

　する適切な支援の実施

【事業内容】

　①子どもと家庭相談体制整備事業

　・児童相談所虐待対応機能強化事業

　　児童相談所の専門機能の充実強化を図るた

　　め嘱託弁護士・医師を配置

　 　・市町村相談体制支援事業

　　身近な相談窓口となる市町村相談体制の充

　　実を図るため児童福祉司任用資格認定講習

　　会等を実施

　・虐待防止地域連携強化事業

　　子どもが自ら助けを求めることが出来るた

　　めの子ども専用相談電話を実施する団体へ

　　運営費を補助

　②子どもと家庭特定支援事業

　・子どもと家庭援助事業

　　ひきこもり児童等を対象とした集団指導事

　　業等の実施

　・児童相談所一時保護事業

　　虐待を受けた児童をはじめとした保護の必

　　要な子どもの一時保護を実施
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Ⅱ　安心して暮らせるしまね

　５．生活基盤の維持・確保
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容

50 重点  中山間地域活性化重 89,000 ○新・島根県中山間地域活性化計画に掲げる重 89,000 ○要求どおり 地域振興部

新規  点施策推進事業 　点施策に積極的に取り組む市町村への支援 ［地域政策課］

【事業内容】

　①中山間地域コミュニティ再生重点プロジェ

　　クト事業

　・集落を越えた新たなコミュニティを中心と

　　して重点施策に積極的に取り組む市町村を

　　重点プロジェクト地域に指定し、その取り

　　組みを支援

　・駐在職員、中山間地域研究センター客員研

　　究員による支援

　②中山間地域活性化支援事業

　・上記の事業以外の市町村の取り組みを支援

　③中山間地域新交通システム支援事業

　・新交通システム導入の検討を行う市町村へ

　　の支援

　・デマンドバスの試験運行を行う市町村への

　　支援

51 重点  地域貢献型集落営農 69,000 ○担い手空白地域の解消を推進し、地域の農地 60,000 ○事業費精査 農林水産部

新規  確保・育成事業 　・経済・人材の維持に積極的に取り組む「地 ［農業経営課］

　域貢献型集落営農組織」の新規設立及び取組

　強化を支援することにより、農業・農村の維

　持活性化を促進

【事業内容】

　①地域農業再編支援事業

　・県担い手協議会及び地域担い手協議会によ

　　る担い手空白地域の解消のための活動

　②地域貢献型集落営農確保・育成事業

　・新たな地域貢献型集落営農の設立や、地域

　　貢献型集落営農の地域貢献活動に対する支

　　援

【事業期間】Ｈ２０～Ｈ２２

52 新規  鳥獣被害緊急対策モ 6,064 ○野生鳥獣による被害を軽減するため、集落ぐ 6,064 ○要求どおり 農林水産部

 デル事業 　るみでの総合的な取り組みを促進 ［森林整備課］

【事業内容】

　①集落リーダー養成

　・集落ぐるみでの追い払い、放置作物処理等

　　の取り組みのためのリーダーを養成

　②緩衝帯設置

　・サル等の動物の接近抑制及び追い払い効果

　　向上のため緩衝帯を設置

【事業期間】①Ｈ２０～Ｈ２１、②Ｈ２０

53 新規  橋梁長寿命化計画策 48,500 ○橋梁の長寿命化及び修繕・架け替えに係る費 48,500 ○要求どおり 土木部

 定事業 　用の縮減・平準化を図るため、橋梁長寿命化 ［道路維持課］

　修繕計画を策定

【事業内容】

　①橋梁点検

　②長寿命化修繕計画策定

　③橋梁データベースシステム構築

【事業期間】Ｈ２０～２２

54  除雪費 308,000 ○道路除雪の民間委託について、除雪車両維持 308,000 ○要求どおり 土木部

　に要する固定的経費（車検・点検などの管理 ［道路維持課］

　費）を除雪稼働時間によらず算入することに

　より、地域における除雪体制を維持・確保

部局名
査　　　　　定

番号 分類 事　業　名
各 部 局 の 要 求
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Ⅱ　安心して暮らせるしまね

　５．生活基盤の維持・確保
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容
部局名

査　　　　　定
番号 分類 事　業　名

各 部 局 の 要 求

55  県民いきいき活動促 32,000 ○市民活動団体やＮＰＯ法人、ボランティア団 32,000 ○要求どおり 地域振興部

 進事業 　体等多くの県民のユニークな発想や企画力を ［地域政策課］

　活かして、地域課題の解決や地域の活性化に

　つながる公共性・公益性の高い活動を支援

【事業内容】

　・団体の立ち上がり期の活動や団体の基盤強

　　化、自立的経営に資する活動に対して助成

56  ハートフルロードし 21,637 ○県管理道路で、ボランティア活動に意欲のあ 21,637 ○要求どおり 土木部

 まね事業 　る自治会等が行う沿道の除草作業に対し助成 ［道路維持課］

　（実費程度）

【助成対象】

　・１箇所当りの実施面積は１０００㎡以上

　・２回/年以上実施

57  バス路線運行維持事 366,510 ○生活バス路線確保対策交付金 350,917 ○事業費精査 地域振興部

 業 　市町村が行う廃止代替バスの運行等に要する ［交通対策課］

　経費を助成

　【助成対象】

　・運行費、車両購入費

○バス運行対策費補助金

　バス事業者が行う広域的・幹線的なバス路線

　に対し、国と協調して運行経費等を助成

　【助成対象】

　・運行費、車両購入費

58  一畑電車運行維持事 167,704 ○一畑電車の運行を維持するため、基盤設備の 167,447 ○事業費精査 地域振興部

 業 　維持と近代化設備整備事業に対し補助 ［交通対策課］

○沿線の松江市・出雲市とともに行う、啓発宣

　伝や利用促進事業等への経費負担
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